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本書は、明治政府が近代的統一国家 と して成立す るための財政基盤の確立 を明 らかにす ることを
ね らい としている。 とくに、財政基盤 として重要 な近代的租税制度、統一国庫制度、統一予算制度
の形成過程 を実証的に解明 しようとした。その際、財政を政治 と経済 との接点 において把握 し、 中
央 と地方の財政機構 の解明 と財政構造 に密着 した研究に視点をおいた。本書 は八っの章 と補論か ら
成 り立 っている。何れ も新 たな資料 に基 く実証的研究である。
第一章 「石代納 と地租改正」 は、 明治政府が統一的課税 を確立す るため行 なった石代納 の性格 と
その拡大過程を詳細 に分析 し、 さ らに石代納か ら地租改正への転換が、農民 を強制的に貨幣経済 に
巻 き込 み負担を拡大 させ、地租改正反対一揆 に導 いた経緯 を明 らか に した。
石代納 は地租改正実現の地な らしの役割を果た した。政府 は旧貢租を米納 と金納 にしぼ りなが ら
石代納化を進めていった。 さらに、石代納を全国的規模 に広げるため、明治5年8月 「願次第石代
納可為勝手事」の布告で、農民はその時の米相場の高低を勘案 し石代納、正米納何れかを選択する
ことができることになり石代納 は八、九割 まで普及 した。
地租改正が布告 されて も、願次第石代納 は8年 まで存続す ることになるが、9年 か らの新税実施
に伴 い、8年 を最後に石代納 は廃止 され、農民 は強制的に貨幣経済 に巻 き込 まれ没落の危機 にさら
された。願次第石代納は、米穀市場が狭 く農民の手 による米の商品化が遅れた段階に相応す るもの
で、農村 における商品経済の未発達の もとで地租改正に踏 み切 ったところに無理があ った。その結
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果が茨城三重両県の地租改正反対 の一揆であった。
第二章 「徴税請負制度 の検討」で は、買請石代納を徴税請負制度 とす る見解を検討 し、財政制度
上、わが国で徴税請負制度を必要 としたかを考察 し、買請石代納 の性格を明 らかに した。 わが国 に
於いても、会計制度上収入 と支出のずれによって国庫の現金不足は生 じたが、予備紙幣の発行によっ
て解決されたので徴税請負制度 を必要 としなか った。
買請石代納 は、政府 にとっては金納化 を促進するものであり、商人資本 にとって は、貢米を買請
けその販売 によって譲渡利潤 を取得する手段であった。買請石代納=買 占は、米価の騰貴により士
族人民の生活をおびやかす ことになり、政府 は7年9月 僅か二年足 らずで買請石代納 を禁止 した。
買請石代納禁止後の石代納 は、農民が 自主的 に願い出たもので保証人を必要 とした。保証人になっ
たものは地元 の豪農豪商であ ったか ら農民はいつで も彼等高利貸の収奪にさらされ ることになった。
買請石代納の禁止 は、高利貸の農民収奪 を促進することになった。 この農民収奪は9年 の地租金納
化の実施 によ って決定的 とな り、地主の土地集積が急速に進行するのはこの頃か らである。
第三章 「大隈の官金直接管理政策 と官金運用」では、大隈の官金直接管理政策の意義 を明 らかに
し、官金取扱 といって も税金 と院省庁の諸経費である定額金 とでは違 いがあ ったのではないか。 ま
た当時官金 を運用 し得 る経済的条件を備えていたかどうかの二点か ら為替方の官金運用の実態を解
明 した。
為替方 は官金を独 占的に支配す ることによって資本集積を行なって きた。政商たる所以である。
しか し小野組 の過度の官金運用は政府 の財政を危 うくし兼ねない状況 となり、政府 は為替方 に対す
る規制を次々 と打 ち出 した。大隈の官金直接管理政策 は、財政 と政商の癒着をたちきり政府財政の
基礎 を確立 しよ うとした もので あるが、近代的信用制度が確立 していないこの段階で は、官金の直
接管理がかえ って金融を梗塞することになった。
官金運用 については、税金の運用 は禁止 されたが、院省庁の定額金 は運用を禁止す ることな く、
三井、安田にとって有利な資金であ り、また国立銀行 と私立銀行で は官金運用も異な らざるを得な
か った実態を明 らかに した。
第四章 「統一国庫制度の成立過程」で は、わが国の統一国庫制度がなぜ統一予算制度 にお くれて
成立 したか、その理由の解明 と統一国庫制度の成立過程を考察 した。
まず国庫統一 の阻害要因が、地方の府県 と中央 の院省庁の出納方法にあったことを詳述 した。府
県の諸経費 の出納 は置米金制度 と呼ばれ、府県が年間の必要経費を概計 しそれを徴収 した租税米金
か ら控除 して使用 し、政府 にはその残額 を上納する純額主義をとった。 この制度では、政府は租税
総額を知 ることができず統一国庫の大 きな障害であった。地租改正後置米金制度が改正 され府県預
り米金制度に代わ った。 この制度 は予算制度の整備 に対応 して一定の進歩はあったが、国庫 と別個
に現金を保管 して経費にあてる点は置米金 と同 じで依然国庫:の統一を妨 げるものであった。 中央の
院省庁 の歳費は、定額制 をとり大蔵省か ら支給 され これを各庁為替方 に預 け出納を委せた。大隈の
官金直接管理 は一部 の官庁 に限 られ大方の官庁は従来通 り自ら管守することになり、国庫の統一は
妨 げられた。統一国庫制度 の確立には、財政収支の複雑な流れを統一する日本銀行の成立が必要で
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あ った ことを明 らか にした。
第五章 「統一予算制度の成立」は、予算 の統一性、年度性 の観点か ら、わが国の特徴である統一
国庫制度よ り早 く成立 した統一予算制度を検討 し、その成立 には丸 甲部、乙部の制度が廃止 されね
ばならなかったことを明 らかに した。明治8年 までの会計 は純額主義をとり、また甲年の租税 を乙
年 に徴収すれば乙年の歳入 として計上 し、経費 も同様で年度 の収支が錯雑 し一会計年度の金額 を正
確に把握す ることができなか った。9年9月 「大蔵 出納条例」の制定 によ って統一予算制度 はほぼ
出来上が ったといわれているが、会計年度 を一年 としなが ら甲部、乙部の会計制度 をとってお り予
算の統一性を欠いた もので、 これを統一予算制度 というには疑問があ った。
明治19年 度 は統一予算制度 はもちろん統一国庫制度にとって も極めて重要な年であった。す なわ
ち会計年度の改正が行なわれ、甲部、乙部 の会計が廃止 され、会計年度独立の原則が明確 とな り、
統一予算制度の核心 をなす予算の統一性、年度性が確立 されたのである。
第六章 「松方財政 の紙幣整理の検討」では大石嘉一郎氏が松方財政 において紙幣整理が本格化 し
たとす る通説を批判、松方財政になって紙幣整理が本格化 したのではなく、それ どころか紙幣錆却
費 はむ しろ減少 しているとし、松方財政は大隈財政の路線 を継承 した ものであるとする見解に対 し、
松方財政 において紙幣整理が本格化 した ことを事実 に基いて主張 した。
政府の出納 は前章で取 り上げた甲、乙の二部に分 け二年 にわたって出納す る会計が紙幣整理問題
を解決する鍵である。松方は大隈の作成 した14年 度予算の執行に際 し、14年 度の甲部で正貨増殖を
乙部ですなわち15年 度700万 円の紙幣消却を行な った。15年 度 に紙幣流通量が大幅 に減少 した所以
である。 これで今まで解明 されず にきた問題紙幣錆却費700万 円が計上 された14年 度 において紙幣
流通量はほとんど減少せず、鎗却費が減少 した15年 度 において、紙幣流通量が減少 したのはなぜか
の疑問は解消することになった。
第七章 「明治前期 における酒税改正の意義」では、廃藩置県 を契機 に全国画一 の規制 を設 け酒造
を財源として位置付 け、さらに酒税が地租 に次 ぐ財源たらしめた酒税改正の経緯を酒税 の増収確保、
明治政府の軍備拡充政策 との関連、酒税 の間接税化に焦点をあてて考察 した。
すなわち、明治4年7月 の 「収税方法規則」による全国的画一の酒税課徴 の意義、8年2月 「酒
類税則」の制定、その後の改正の目的、経緯そ して元老院での審議内容 を詳述 し、 この分析 を通 し
て従価税か ら従量税への改正によって酒税が間接税 としての性格が明確 にされた こと、地租 に次 い
で全税収の うち第二位酒税 の増収を齎 らした ことが明 らかにな った。
また大蔵省 は調査 によって小規模酒造家が圧倒的多数を占める実態をっかみ小規模酒造家の濫立
による脱税の弊害を是正 し、増税による小規模酒造家の没落を認あ、大規模酒造家保護を積極的に
進めること、軍備拡充のための酒税 の増徴を 目的 として、i3年9月 、「酒造税則」 の制定 を強行 し
たのである。
第八章 「酒税増徴 と酒造業の再編」では、明治15年 以降の政府の酒造政策が、脱税取締の強化 と
小規模酒造家を淘汰 し大規模酒造家を保護 して増税に耐え得 る酒造業体制の再編 にあ ったことを明
らか にした。15年 の酒造税制の改正 の内容 は、軍備拡充のための増税 と小規模酒造家の増加 を抑制
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し大規模酒造家を保護するたあの石高制限であ った。元老院における改正案の審議 は、増税 につい
ては理由が軍備拡充のため反対意見はなか った。 しか し、石高制限 は自由競争 に反 し、小規模酒造
家を抑制す るのは不公平であると否決 されたが、政府の強行策によって原案通 り承認 された経緯 に
っいても詳述 した。
酒造家 は増税が公布 されると、立憲政党の下 に結集 し増税反対運動を起 こした。当時の参事院山
県有朋は、 自由民権運動対策 として巡察使を各府県 に派遣 し、治安状況を調査 した復命書の提出を
義務付けた。復命書 は、15年 の増税 により増税反対運動が大規模酒造家の脱落 によ って挫折 してい
く経緯を政府 に報告 している。大規模酒造家は増税が小規模酒造家を没落 させ、同業者減少によっ
て彼等の販路が拡大 し利益 も齎 らす ことを知 り、反対運動か ら脱落 したのである。 自由民権運動対
策 として、立憲政党の減税運動を未然 に防 こうと した政府の方針が、大規模酒造家の減税運動の脱
落 によって達成 されることにな った事実を、報告書 によ って明 らかに した。
補論 「栃木県における地方銀行の創設 と集 中」は、財政 と金融を媒介する為替方 を基盤 とす る銀
行 に対 し、地域産業を基盤 とする地方の小規模銀行の設立 とその後の経済発展 に伴 う銀行の集中過
程を具体的に明 らかに した。 また、栃木県 において、 いっいかなる銀行が創立 し、 どのような過程
で合同合併が行なわれ、銀行の集中が進め られたかを、年表風に一覧で きる図表を掲載 した。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文 は、明治政府の財政制度の確立過程 を実証的に検討 した論稿である。全体 は8章 構成をと
り、最後 に補論が一っ加 え られている。
第1、2章 は課税制度の整備 の過程が論 じられている。第1章 では、石代納制度 の展開が地租改
正事業 の一環であ り、かっそれが当時頻発 した地租改正反対一揆 と密接 に関連 していた ことが明 ら
かにされ る。第2章 では買請石代納制を徴税請負的制度 とす る既存の見解が批判 的に検討 され、 日
本では地方行政制度の整備 と予備紙幣の発行 によりイギ リスに見 られ るよ うな徴税請負制度 の必要
はなか った ことが指摘 される。 その上で買請石代納の展開 と廃止が商人、士族、農民に与えた経済
的影響が論 じられている。
第3、4章 は、国庫制度の統一過程を官金取 り扱いの変遷か ら跡づけている。第3章 では、大隈
重信が 「政商」 の官金運用 を廃 し、直接管理政策を打出すが、 それがかえって金融閉塞を招 いたこ
と、 また院省庁 の定額金の運用 は継続 し、「政商」 にとって有利 な蓄積機会 とされていたことが明
らかにされる。第4章 では、置米金制度の検討か ら官金をめ ぐる中央政府 と地方政府 の関連が検討
され、官金 の国庫統一 は日本銀行 の成立 までずれ込むことが論 じられている。
第5章 では予算制度にお ける 「統一」が論 じられ る。比較的早い時期 に統一的予算制度 の確立を
見 るこれまでの見解 に対 し、予算内に甲部、乙部が存在す る間 は予算制度 の統一性には疑問が残 る
とし、明治19年 の会計年度の改正を画期 とみ る議論 を提起 している。第6章 は、上述の予算内に存
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在 した甲部、乙部 の存在を踏 まえ、紙幣錆却の進展 は松方財政下で進んだ ことを明 らか にし、近年
の大隈財政 と松方財政 の継続性を論ず る所説への批判 を行 なっている。
第7、8章 は、再び税制の問題にたち返 り、地租 に次いで重要財源 となる酒税を論 じた章である。
第7章 は、明治前期の酒税の変遷を跡づけ、増収確保 と明治政府の軍備拡充政策 との関連、間接税
化の過程 などが論 じられ る。第8章 では第7章 で も触れ られている酒税改正 の酒造家への影響が、
特 に酒税増徴が計 られる明治15年 の改正を対象に検討 され、 この改正が小醸造家 を淘汰 し増徴に耐
えうる大酒造家を保護す ることが意図 されていた ことが論 じられ る。
補論では、地方銀行の展開過程が栃木県を対象 に論 じられ、金融の側面か ら本論での検討を補 っ
ている。
本論文の最大の特色 は、複雑な明治前期 の財政制度の変遷を、丹念 な作業 によって詳細 に跡づ け
たことにある。その成果に基づ くことで、本論文ではこれまでの明治財政史研究で主張 されてきた
所説 に対 し、説得力のある問題提起が可能 とな った。第2章 、第6章 はその特色が顕著に現われた
章であるが、特に後者 は第5章 での詳細な制度研究をベースに、近年 の大隈財政 と松方財政をめ ぐ
る論争に解決の方向を提示 した特筆すべ き研究成果であ る。省庁間の利害関係 や中央 ・地方政府間
関係の在 り方を踏 まえた、財政制度変遷のメカニズムの分析がやや弱 い点 は問題点 として指摘 され
うるが、複雑 な明治前期 の制度変化の過程 を実証的に解明 した成果は高 く評価 され るべ きものであ
る。
よ って、本論文 は、博士(経 済学)論 文 として、合格 と判定する。
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